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平成 23 年９月 30 日 
各      位 
 

会 社 名  株 式 会 社 ゼ ロ    
代表者名  代 表 取 締 役 社 長 岩下 世志 

（コード番号 9028  東証第二部） 
問合せ先  取締役経営企画部長  北村 竹朗 

（TEL 044-520-0106） 
 

支配株主等に関する事項について 
 
当社の支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 
１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 
 

（平成 23 年６月 30 日現在） 

名称 属性 議決権所有割合（%）
発行する株券が上場されている

金融商品取引所等 
Zenith Logistics 
Pte. Ltd. 

その他の関係会社 21.3 なし 

Tan Chong & Sons  
Motor Co (S）Pte. Ltd.

その他の関係会社 21.3（21.3） なし 

TC Motors (S）Ltd. その他の関係会社 21.3（21.3） なし 

Tan Chong 
International Ltd. 

その他の関係会社 21.3（21.3） 香港証券取引所 

（注１） 議決権所有割合の（ ）内は、間接所有割合であります。 
（注２） 親会社等の状況について系統図を示すと、次のとおりになります。 
 
 
 
 
２． 親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその

理由 
 

（１） 商号又は名称 
Tan Chong International Ltd. 

（２） 理由 
当社議決権の 21.3%を所有する Zenith Logistics Pte. Ltd.（以下「Zenith Logistics 社｣）

は、シンガポールに本拠地を置く Tan Chong International Ltd.（以下「Tan Chong 
International 社｣）の関連会社であり、 Zenith Logisics 社を含む Tan Chong 
International グループ各社の意思決定は、全てこの Tan Chong International 社にて行

われるためであります。 
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３． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置づけその他の上場会社と親会社等との関係 
 

Tan Chong International グループは、子会社８社及び系列会社 59 社（平成 22 年 12 月末現在）

により構成され、シンガポール、香港、中国、タイにおいて主に自動車、産業機械、不動産、金融

などの領域で事業展開を行い、2010 年度（平成 22 年１月～12 月）における連結売上高は約 644 億

円（62 億香港ドル／平成 23 年６月 30 日換算レートを適用）となっております。 
また、Tan Chong International 社会長で、Zenith Logistics 社代表取締役であるタン・エンスン

氏は、当社の社外取締役に就任しております。同氏の高いマネジメント能力とセンスによる意見、

コメントの提供を受けることは当社にとって有益であり、また当社の ASEAN 地域進出の際には同

氏の意見を参考にする予定でありますが、その就任は当社からの要請に基づくものであることから、

独自の経営判断が行える状況にあると考えております。 
 
（役員の兼務状況） 

役職 氏名 
親会社等又は 

そのグループ企業での役職 
就任理由 

社外取締役 タン・エンスン 
Tan Chong International 社 会長

Zenith Logistics 社 代表取締役 
経営全般のアドバイスを受ける

ために当社が要請 
（注）当社の取締役９名、監査役４名のうち、親会社等との兼任役員は当該１名のみであります。 
 
４． 支配株主等との取引に関する事項 
 

当社と支配株主等との取引実績はありません。 
 
５． 親会社又は支配株主（親会社を除く。）を有する場合において当該親会社又は支配株主（親会社を

除く。）との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 
 

平成 23 年６月期において上記の支配株主等との取引はございませんが、今後新たに取引が行われ

る可能性が生じた場合においても他の一般の取引条件と同様、市場価格等を参考にした合理的な条

件による取引を基本方針とし、少数株主が不利になることのないよう対応してまいります。 
 

以上 


